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  令和６年第２回東海村議会定例会提出議案概要                                  

令和６年５月２９日 

議案番号 議  案  名 説          明 

報告第 9号 令和５年度東海村一般会

計繰越明許費繰越計算書 

令和６年第１回定例会において，令和５年度東海村一般会計補正予算（第１０号）

で議決をいただきました繰越明許費のうち，４０６，９４６千円につきましては， 

３５３，１４５千円を令和６年度へ繰り越しましたので，地方自治法施行令第１４６

条第２項の規定により報告するものであります。 

報告第 10 号 令和５年度水戸・勝田都

市計画事業東海中央土地

区画整理事業特別会計繰

越明許費繰越計算書 

令和６年第１回定例会において，令和５年度水戸・勝田都市計画事業東海中央土地

区画整理事業特別会計補正予算（第４号）で議決をいただきました繰越明許費    

１４３，７１３千円につきましては，１４１，３２４千円を令和６年度へ繰り越しま

したので，地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により報告するものであります。 

報告第 11 号 令和５年度東海村水道

事業会計予算繰越計算

書 

建設改良に要する経費のうち，８，３２０千円を令和６年度へ繰り越しましたので，

地方公営企業法第２６条第３項の規定により報告するものであります。 

報告第 12 号 令和５年度東海村下水

道事業会計予算繰越計

算書 

流域下水道建設に要する経費のうち，１６，７３８千円を令和６年度へ繰り越しま

したので，地方公営企業法第２６条第３項の規定により報告するものであります。 

議案第 45 号 地方自治法の一部を改

正する法律の施行に伴

う関係条例の整理に関

する条例の制定につい

て 

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い，所要の改正を行うため，関係条例

の一部を改正するものであります。 

第１条関係（東海村監査委員条例の一部改正） 

第２条関係（昭和天皇の崩御に伴う職員の懲戒免除及び職員の賠償責任に基づく債

務の免除に関する条例の一部改正） 

第３条関係（東海村下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第４条関係（東海村水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第５条関係（東海村病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 
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議案第 46 号 東海村学童クラブの設

置及び管理に関する条

例の一部を改正する条

例の制定について 

東海村学童クラブにおいて， 年間を通して長期休業期間中の一時利用者の受入を実

施するに当たり，当該一時利用に係る利用料金を新たに設定するため，条例の一部を

改正するものであります。 

  

議案第 47 号 東海村空家等対策の推

進に関する条例の一部

を改正する条例の制定

について 

空家等対策の推進に関する特別措置法の一部改正に伴い，新たに定義された特定空

家になるおそれのある管理不全空家等に係る規定の新設及び引用条項の整理等の所要

の改正を行うため，条例の一部を改正するものであります。 

議案第 48 号 令和６年度東海村一般会

計補正予算（第２号） 

予算総額に歳入歳出それぞれ１４１，８３６千円を追加し，予算総額を 

２１，８０５，２３０千円とするものであります。 

補正の主な内容につきましては，新型コロナワクチンの定期接種化に伴う接種業務

の委託，（仮称）東海村緊急保育所の整備に係る備品購入，白方小学校の給湯設備改修

等に必要な予算措置を講じるものであります。 

１ 歳入      

（１）繰入金        ９３，６２８千円 

（２）諸収入        ４８，２０８千円 

２ 歳出      

（１）民生費        １６，２３６千円 

（２）衛生費        ９０，２２０千円 

（３）消防費         ７，７７０千円 

（４）教育費        ２７，６１０千円 

議案第 49 号 茨城県後期高齢者医療

広域連合規約の一部変

更に関する関係地方公

共団体の協議について 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部

を改正する法律による現行の被保険者証の廃止， 関係市町村の事務処理時期を勘案し

た負担金の額算定基準日の変更等に伴い，規約の一部を変更するため，地方自治法第

２９１条の１１の規定により，議会の議決を求めるものであります。 
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※ 法律等関係 ・地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

・地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号） 

               ・地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号） 

        ・地方自治法の一部を改正する法律（令和 5年法律第 19 号） 

・空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号） 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和 

5 年法律第 48 号） 

 

なお，今会期中に補正予算１件，工事請負契約の締結９件を追加提出したく準備をしておりますので，よろしくお願いいた

します。 


